
 

  

       2019（平成 31）年度  事 業 計 画 書 

                     

社会福祉法人 高槻ライフケア協会 

Ⅰ 社会福祉法人の運営方針 

  社会福祉法人高槻ライフケア協会は、任意団体８年、特定非営利活動法人６年の前史があり

ます。任意団体時代の“住みなれた地域で暮らしを営み、自己決定と権利擁護が日常的で自然

になる地域社会づくり”の理念とグランドデザインは画期的で、社会福祉法人運営の底流にあ

るものです。人材育成、総合的生活支援サービスのケアワーカー派遣サービスと相談支援、地

域啓発等の活動を共感した人たちの＜こころざし・いきがい＞に支えられ、非営利有償サービ

スとボランティア精神で推進しました。特定非営利活動法人時代は介護保険制度と相俟って、

居宅介護支援、訪問介護、通所介護など公的サービスの提供と有給職員による事業中心の傾向

をたどります。社会福祉法人の１４年は 150 名余の人材と小規模多機能型居宅介護２か所、地

域交流センター創設と短時間通所サービスなど事業が拡大するなか、地域啓発は、重要性に気

づいた人たちに支えられている状況です。 

  任意団体時代から参加した人たちの多くが事業運営を担い、細やかな配慮とたゆみない研鑽

をもってサービスの質を高めてきました。第一線を退く時を迎える人たちに感謝するとともに、

関わりあった人たちが自由に参加する場の構想と創出が求められています。 

  事業運営では、介護保険関係は人材確保と増員、黒字運営が優先課題です。“あすなろ”の

＜働く意欲と機会を求める人材を発掘＞する取組みは、今後の人材確保にも反映する可能性を

もつものです。管理者の退職等では介護主任の昇格を図り、職務評価と個別面談を通し、有為

な人材の内部発掘とキャリアアップの機会を用意します。 

 

Ⅱ 法人本部 事業計画 

 １、定例の理事会は、５月、９月、１月、３月の４回開催します。 

２、理事の任期満了と新理事の選任、評議員会の承認後に理事長選任理事会を開催します。 

３、評議員の交代は理事会の決議のもと、評議員選任・解任委員会が選任をすすめます。 

４、介護に関わる人材の育成を図ります。 

 ①介護職員初任者研修、同行援護等公募型研修を継続して開催します。 

 ②喀痰吸引等医療的ケア研修（特定の者対象）は、複数法人協働の研修委員会で運営しま 

す。医療的ケア実地研修費は４月１日から１行為 4,000 円に改定します。 

 ③法人研修の充実と外部研修の機会を増します。 

  研修委員会はプログラム策定、評価を行い、外部研修参加者は伝達研修を担当します。 

５、人事管理とキャリアパスの整備をすすめます。 

 ①資格取得等キャリアアップを図り、配置転換、異動をすすめます。 

 ②職務評価を年１回実施、必要に応じて個別面を行い、人事管理に活用します。 

 ③処遇改善加算は、介護保険、障がい福祉とも加算Ⅱを申請、賃金改善を図ります。 

 ④36 協定委員会など職員参画の課題解決を図る場づくりをすすめます。 

６、広報紙“われもこう”を季刊で発行します。（1 回 500 部発行） 



 

Ⅲ 第二種社会福祉事業 事業計画 

１、老人居宅介護（訪問介護）事業 

１）2018 年度の成果と課題 

 利用者数 時間数 事業収入 事業支出 

2018 年度目標 660 12,000. 33,600,000 円 30,000,000円 

実 績 見 込  523 8,719 28,010,033 円 23,255,234円 

達 成 率 79.2% 73.1% 83.4% 77.5% 

① 新規利用者は 12 件ありました。終結は 20 件(入所８件、入院９件、他事業移行４ 

件、死亡５件)でした。後半に入院者が増えつつあり、退院できる利用者が少ないと予測

されることと、介護度の高い利用者の死亡や入所が多く、利用者が大幅に減少していま

す。 

②身体介護の割合が増えたことで総時間数は減少していますが事業収入はほぼ達成してい

ます。 

③要介護 5 利用者のターミナルケアを行い、本人、家族に喜んで頂いています。 

④サービス提供責任者に主任制を 2016 年６月から導入し、ケアワーカーやサービス提供責

任者の資質向上に努めました。 

２）2019 年度のサービスの基本方針 

   ①家族との関わりを重視しながら安心して在宅にて過ごせる支援とケアワーカーの資質向

上を図ります。 

   ②地域包括ケア部会など介護保険事業者協議会に積極的に参加し、新規利用者の開拓を進

めていきます。 

  ③医療的ケアの必要な利用者が増えて、実地研修を行い住み慣れた自宅にて継続して家族

の負担軽減し安心して過ごせるように支援しています。   

３）2019 年度の重点目標 

 ①サービス目標として、利用件数は月 50 件以上、年間 600 件、利用時間数は月平均 700

時間、年間 9,000 時間以上とします。 

②介護報酬改正を１ヶ月分で試算した結果、生活援助は 701 単位（8,357 円）の減額、身体

介護は 1320 単位（15,739 円）の増額の予定です。自立生活支援のための見守り援助の

ケア内容を明確にし、利用者と一緒に行うことができるプランの働きかけを居宅介護支

援事業所等に積極的に働きかけていきます。 

③事業収入は、月2,500,000円、年間30,000,000円を目標とします。事業支出は月2,500,000

円、年間 25,800,000 円とし、内訳は人件費 19,920,000 円、事務費 5,500,000 円、事業

費 380,000 円です。 

④訪問介護員 53 名のうち介護福祉士有資格者が 32 名です。サービス提供責任者は利用者

ごとにリスク管理を検証し、ケアワーカーに対する介護技術研修やケアの質の向上に努

めます。 

 

２、介護予防訪問介護 

１）2018 年度の成果と課題 

 利用者数 時間数 事業収入 事業支出 



 

2 0 1 8 年度目標 
600 3,000 

15,000,000

円 
12,000,000 円 

実 績 見 込 
550 3,277 

13,338,068

円 
12,453,333 円 

達 成 率 92.0％ 109％ 89.0％ 103,7％ 

     ＜利用別人数＞ 

要支援 1 要支援 2 

訪問介護Ⅰ 

（週 1 回程度） 

訪問介護Ⅱ 

（週 2 回程度） 

訪問介護Ⅰ 

（週 1 回提度） 

訪問介護Ⅱ 

（週 2 回程度） 

訪問介護Ⅲ 

（週 3 回程度） 

236 111 28 24 106 

新規依頼は地域包括支援センターが 2 件、居宅介護支援事業所が 6 件ありま

した。終結 6 件、要介護に変更のため終了 7 名でした。 

     ２）2019 年度の基本方針 

      2018 年より介護予防・日常生活支援総合事業に移行し、地域包括支援センタ

ーと連携した生活支援サービスの推進など仕組みが変わりました。今後の国の動

向を見据えた対応をします。 

３）2019 年度の重点目標 

①利用件数は月 50 件、年間 600 件、利用時間数は月 250 時間、年間 3,000 時間 

を目標とします。 

②事業収入は月 1,250,000 円、年間 15,000,000 円を目標とします。事業支出は月

1,000,000 円、年間 12,000,000 円とし、人件費 9,600,000 円、事業費 60,000 円、

事務費 2,340,000 円です。 

 

３、地域密着型通所介護事業・介護予防通所介護事業 

  １） 2018 年度の成果と課題 

 登録者数   事 業 収 入    事 業 支 出 

2018 年度目標      22 名   19,680,000 円    19,300,000 円 

  実 績 見 込    19 名   19,824,902 円    20,121,844 円 

  達    成    率      95％     100％        104％ 

①新規利用者は 6 名、終結が 6 名（入所・入院 3 名、その他 3 名）で目標登録者数 22 名は

達成できませんでしたが、利用増回が 5 名、介護度が上がった方が 4 名あり事業収入は目

標達成する事ができました。 

   ②事業支出の事務費はほぼ目標通りでしたが、事業費と人件費は目標金額を上回り、事業収

入が目標額を達成しても赤字になる結果となりました。増えた要因として、事業費は 9 月

に転倒事故が 2 件あり、その医療代がありました。人件費は入浴を利用する利用者が増え

た事と認知度の高い利用者の対応により非常勤職員の勤務時間増がありました。 

２）2019 年度の基本方針 

①家庭的な雰囲気を大切に、限られたスペースの中で利用者に寄り添ったサービスを行うこ

とで利用者が安心して利用できる場所を提供します。 

②家族や居宅支援事業所との情報の共有化を図ります。家族との連絡を密に行い介護負担の



 

軽減や社会的孤立の解消を支援します。 

  ３）2019 年度の重点目標 

   ①サービスの目標 

    目標登録者数 22 名、1 日平均利用者数を 10 名とし新規利用者の確保に努めます。 

   ②事業収支の目標 

    事業収入は月 1,680,000 円、年間 20,160,000 円とします。事業支出は人件費 15,800,000

円（78％）、事業費 2,500,000 円（12%）、事務費 1,660,000 円（8%）、 合計 19,960,000

円 とし収益が出るように努めます。 

   ③人材育成 

    法人本部研修は必ず参加します。外部研修にも積極的に参加し、伝達研修を行いスキル 

の向上を図ります。 

 

 ４、小規模多機能型居宅介護 くらし創造の家 朋（とも） 

1）2018 年度の成果と課題 

 登録者 事業収入 事業支出 人件費 事業費 

2018 年度目標 16 名 50,400,000 円 46,872,000 円 39,312,000 円 7,560,000 円 

実 績 見 込 13 名 51,776,533 円 50,117,325 円 42,901,237 円 7,216,088 円 

達   成  率 81% 103％   106.9％    109％ 95.5％ 

①新規利用者 3 名に対し、終結 4 名（死亡 2 名、施設入所 2 名）です。上半期には、病院等

の入退院が多く、登録者数も減少しました。新規利用者２名は、短期間で死亡や他事業所

異動と不安定でした。介護職員も常勤職４名が退職しましたが後任者の補充が難しく、人

材不足の状態が続いています。 

②介護度では要介護３～５の重度利用者が 77％と高く、事業収入の達成に寄与しています。 

  ③事業費支出は、人件費 85.6％、事務費 7.2％、事業費 7.2％と、人件費が赤字の要因になって

いる現状のなか、原因の分析と改善が課題になっています。 

２）2019 年度基本方針 

①一人一人の利用者及び家族の希望や、ニーズに沿った援助を行うと共に往診医をはじめ

とする各医療関係と連携を図り、利用者の健康管理に努めていきます。 

②毎日のレクレーション計画を基に、利用者に応じた歩行運動や軽運動を行い、身体機能

維持と機能低下予防を目標に取組んでいきます。 

③利用者の急変時には、病院受診の手配や泊りなど柔軟かつ臨機応変に対応します。 

３）2019 年度の重点目標 

（１）事業収支目標 

   ＜登録者数＞  １３名 

   ＜収入＞  事業収入  4,000,000 円/月    年間 48,000,000 円 

   ＜支出＞  人 件 費  3,126,000 円/月    年間 37,512,000 円（78.2%） 

         事 務 費     302,000 円/月    年間  3,624,000 円（ 7.6%）      

         事 務 費    320,000 円/月    年間  3,593,000 円（ 7.5%） 

（２）人材育成について 

①初任者研修の実習指導に永年利用者支援に従事した非常勤職員の活用を図ります。 



 

②くらし創造の家 朋（とも）の利用者支援の魅力を再度確認して、実践力の向上に努め

ます。 

③交替で法人内研修会や外部研修に参加できる機会を用意し、知識、スキルともに職員の

スキルアップを図り、全員が目標を達成できるよう取組んでいきます。 

 

５、小規模多機能型居宅介護あすなろ 

１）2018 年度の成果と課題 

 登録者 事業収入 事業活動支出 人件費 事業費・事務費 

2018 年度目標 18 名 44,400,000 円 4,5300,000 円 38,100,000 円 7,200,000 円 

実 績 見 込 16 名 45,400,000 円 44,840,000 円 37,400,000 円 7,440,000 円 

達  成  率 89％ 102％ 99％ 98％ 103％ 

①上半期に登録者数 17 名、事業収入の達成率は 4 月～7 月 98％、8 月～11 月 104％、 

1 月～1 月 105％でした。上半期にグループホーム 1 名、その他 1 名、下半期に入院 2

名、ディケア 1 名の減少、新規利用者は上半期に 4 名増えました。新規短期利用者 1 名

で短期入所者の定期利用は 2 名になりました。自費利用者 1 名です。  

②利用者の介護度変化は要介護 1→2､2 名、要介護 2→4､1 名、要介護 3→4､1 名、要 

介護 4→5､1 名、要支援 1→要介護 3、1 名でした。  

③下半期に体調が急変し 2 名が入院、他事業所利用が 1 名となり、自宅で最後まで生活が

出来る支援が出来ませんでした。 

２）2019 年度の目標 

  （１）事業収支目標 

     ＜登録者数＞ 18 名 

     ＜収入＞ 事業収入 3,800,000 円/月  年間 45,600,000 円 

     ＜支出＞ 人件費  3,200,000 円/月  年間 38,400,000 円 

         事務費   290,000 円/月  年間 3,400,000 円 

         事業費   330,000 円/月  年間 3,960,000 円 

（２）課題改善への取り組み 

     ①下半期に利用者が減少しました。医療機関（ＭＳＷ）、居宅介護支援事業所、地域包

括支援センター等の連携を図り、新規利用者の確保に努めます。 

     ②通いの利用者が多く、訪問、泊り等サービスの創意工夫が必要です。通い、訪問、

泊まりに偏りがない、バランスの取れた小規模多機能型居宅介護のサービス提供 

を目指します。 

     ③2 月に 3 名雇用しました。その人達は今は配膳の仕事を担当していますが、今後、 

      能力によっては、利用者支援の道を開く取り組みを進めていきます。   

   

６、障害福祉サービス 

１）居宅介護 

（１）2018 年度の成果と課題                            

 利用者数 時間数 事業収入 事業支出 

2018 年度目標 828 件 12,000 63,600,000 円 51,600 ,000 円 



 

実 績 見 込 836 件 10,330 58,669,957 円 60,344,757 円 

達  成  率 100.9% 86.1 % 92.2% 116,9％ 

①相談支援事業所から新規利用者が 3 件ありました。管理者の変更もあり、新規の依

頼を断ることがありました。 

 長期入院があり、利用が大幅に減少しています。終了が 2 件です。 

②新規利用者のうち 1 件は、就労しながら支援を利用されています。住み慣れた自宅

で安心して生活できるように支援しています。 

（２）2019 年度の基本方針 

  ①相談支援事業所との連携やカンファレンス等への参加により新規利用者の確保につ

とめます。 

②サービス提供責任者が協働して利用者に関わる体制作りを構築し、サービス提供責

任者の業務の効率化を図ります。 

  （３）2019 年度の重点目標 

    ①サービスの目標として利用件数を月 69 件以上、利用時間は月平均 1,000 時間を目 

標とします。 

②事業収入は月 5,300,000 円、年間 63,600,000 円を目標とします。事業支出は 

4,500,000 円、年間 54,000,000 円とし内訳は人件費 49,700,000 円、事業費 200,000 

円、事務費 4,100,000 円です。 

③ケアワーカー73 名のうち介護福祉士資格取得者が 38 名になりました。今後身体介 

護の時間数が増加する見込みの中、スキル面の向上を図り人材の増員を図ります。 

  ２）重度訪問介護  

（１）2018 年度の成果と課題 

 利用者数 時間数 事業収入 事業支出 

2018 年度目標 48 1,500.0 4,500,000 円 3,000 ,000 円 

実 績 見 込 38 1,108.0 4,027,059 円 2,879,501 円 

達  成  率 79.2% 73.9% 89.5% 96.0% 

①月あたり平均 4 件で推移しています。レスパイト入院などあり、利用者数、利用

時間共に達成出来ていません。 

②利用者、家族からの様々な要望があり、個々に対応出来るよう努力しています。 

   医療的ケアを必要とする最重度の利用者に対し安定した在宅生活が維持できる

よう利用者家族を含めた利用者支援を心がけます。 

（３）2019 年度の重点目標 

①利用件数は月 4 件、年間 48 件、利用時間は月 125 時間、年間 1,500 時間を目標

とします。 

     ②事業収入は月 375,000 円、年間 4,500,000 円を目標とします。事業支出は月

250,000 円、年間 3,000,000 円とし、内訳は人件費 2,790,000 円、事業費 10,000

円、事務費 200,000 円です。 

 

   ３）同行援護 

（１）2018 年度の成果と課題 



 

 利用者数 時間数/月 事業収入 事業支出 

2018 年度目標 276 3,720 9,480,000 円 3,960,000 円 

実 績 見 込 262 4,158 10,365,952 円 7,794,604 円 

達  成  率 94.9％ 111.8％ 109.3％ 196,8% 

①新規利用者が 3 名（施設 1 名、他府県から１名、）、終了は２名でした。 

②１回あたりの利用時間数が長い事や直前に急な依頼が入ることもあったのですが

できるだけ断らないよう調整した結果、時間数も事業収入も増加しました。 

同行援護従業者 31 名、視覚障害者ガイドヘルパー28 名 

（２）2019 年度のサービスの基本方針 

   ①利用者とのコミュニケーションを大切にしながら安全な移動に心がけます。 

    ②同行援護のみならず介護予防訪問介護や通院介助後、引き続き依頼される等、利 

用方法はさまざまです。利用者の日常生活全般の状況や希望等を踏まえて支援し

ます。 

   （３）2019 年度の重点目標 

①今年度は利用者月 20 名、年間 24 名、利用時間は月 330 時間、年間 3,996 時間を

目標とします。 

②事業収入は月800,000円、年間9,600,000円を目標とします。事業支出は月610,000

円、年間 7,320,000 円とします。 

 

  ４）生活介護 

（１）2018 年度の成果と課題 

 利 用 者 数  事 業 収 入  人 件 費 事業費支出 

2018 年度目標 30 人 48,000,000 円 36,000,000 円 3,360,000 円 

実  績  見  込  28 人 47,478,852 円 37,294,404 円 3,245,232 円 

達   成   率  93％ 97％ 104％ 96％ 

①他事業所と併用している利用者 3 名が安定して利用されました。また、利用日数 

を増やす利用者もおり、毎日の利用者の状況をみながら対応しました。 

②今年度インフルエンザ等の感染症が広がらないために、利用者、職員の健康管理は

もとより、予防注射の有無の確認、手洗いの励行、マスクの着用などしました。主

治医や居宅介護、支援センターと連絡を密に取り情報を共有しました。 

③日々のレクリエーションや利用者支援に対し、スーパーバイザーによりアドバイス

をもらいながら話合い、各利用者の能力を生かした支援ができるよう実践しました。 

（２）2019 年度基本方針 

①日頃の感染症対策と健康管理を職員を含め徹底します。 

②支援を見直し、各利用者が満足できる日中活動の場を提供できるようにしていきます。 

（３）2019 年度重点目標 

①事業収支目標 

＜利用者数＞  30 人 

＜収 入＞  事業収入 4,000,000 円/月  年間 48,000,000 円 

＜支  出＞  人 件 費 3,400,000 円/月     40,800,000 円 （85％） 



 

事 業 費   320,000 円/月      3,840,000 円    ( 8％) 

                  事 務 費    280,000 円/月      3,360,000 円     (7％) 

 

    ②サービスの目標 

    ア、利用者のニーズに合わせた個別支援の提供や家族の介護負担の軽減のための日数や送

迎時間の配慮を行います。 

    イ、一人暮らしの利用者が安全を確保しながら安心して生活できるように他のサービスと 

連携をとりながら行います。 

 

７、地域生活支援事業（移動支援事業） 

１）2018 年度の成果と課題 

 利用者数 時間数 事業収入 事業支出 

2018年度目標 720 7620.0 17,500,000 円 12,120,000 円 

実 績 見 込 749 7908.0 17,452,296 円 15,360,490 円 

達  成  率 104.0% 103.8 % 99.7% 126.７% 

 

 新規依頼が 10 件（知的 8 件、身体 2 件）、うち 2 件は介護保険で関わりる利用者で

す。ベッドから電動車椅子にリフト移乗してガイドヘルパーを利用者もあります。 

２）2019 年度のサービスの基本方針 

ひやり・はっと事例や苦情対応などの研修を行い事故の予防に努めていきます。 

   ３）2019 年度の重点目標 

   ①今年度は月 60 件、年間 720 件、利用時間は、月 635 時間、年間 7,620 時間を目標

とします。 

②事業収入は月 1,500,000 円、年間 18,000,000 円を目標とします。事業支出は月

1,250,000 円、年間 14,800,000 円とし内訳は、人件費 13,340,000 円、事業費 60,000

円、事務費 1,400,000 円です。 

③現在居宅介護や訪問介護を利用している利用者からの依頼を優先的に取組み、連携 

した支援をします。 

 

 

Ⅳ 公益事業 

１、居宅介護支援事業 

１）2018 年度の成果と課題 
 

    利 用 者 数 
事業収入 事業支出 

要介護 要支援 合 計 

2018 年度 目標  660 人  540 人 1,200 人 13,278,000 円 13,316,200 円 

実 績 見 込  696 人  576 人 1,272 人 14,180,218 円 14,272,087 円 

達  成  率  105％  106％  106 ％   106 ％    107 ％ 

 

（１）利用者数は、要介護及び要支援とも 36 人の増加が見込まれます。１か月平均で要



 

介護は 58 人、要支援 48 人、合計 106 人の支援を行っています。 

（２）利用者の増加は、①地域包括支援センターや医療機関の紹介、②利用者家族の心身

の低下による要支援状態、③終結利用者の再依頼などの要因があげられます。 

（３）利用者支援は、要介護１・２で 72.8.％、要介護３以上は 27.2％です。要支援は、

予防ケアマネジメントが 39.2％と、徐々に予防ケアマネジメントが増えています。 

（４）事業支出は人件費 93.2％、事務・事業費 6.8％、収支的には 10 万円未満の赤字額が

見込まれます。大幅な収支改善の成果は、介護支援専門員６人の努力の賜物といえま

す。 

２）2019 年度の重点目標 

（１）要介護の利用者数増加に努めます。要支援から予防ケアマネジメントに移行する人

たちの支援を継続します。要介護は月平均 56 人、要支援等を含め 100 件以上とし、

年間 1,225 件の支援を目標にします。 

  （２）事業収支の目標 

    事業収入は１か月 1,197,000 円、年間 14,364,000 円が目標です。事業費支出のうち、

人件費 93％、事務・事業費７％とし、赤字額の抑制と黒字額の微増を図ります。 

  （３）人材育成について 

   ①朝のミーティングを通して、ケアマネジメント関係情報の共有、利用者支援の課題を

検討、共有を図ります。 

   ②主任介護支援専門員も参画した職務評価を実施、職務能力とケアマネジメントの質の

向上を図ります。 

   ③介護支援専門員実務者研修の実習受入を主任介護支援専門員が継続して行います。 

   ④複数法人による事例研修会開催や法人の事例検討会など、研鑽の機会を用意します。 

   ⑤高槻市、地域包括支援センター、医療機関、介護保険事業者協議会等が実施する研修

会に参加し、専門性の向上とネットワークづくりに努めます。 

 

２、ケアワーカー派遣サービス事業 

１）2018 年度の成果と課題 

 利用者数 時間数/月 事業収入 事業支出 

2018 年度目標 456 1,800 2,400,000 円 2,016,000 円 

実 績 見 込 み 451 1,718.6 2,641,635 円 1,648,542 円 

達 成 率 98.9％ 94.8% 110.0% 81.8% 

       

  ＜利用内容の内訳＞                           （時間） 

家事援助 身辺ケア 社会的援助 合計 

1,219.9 258.7 240.0 1,718.6 

71.0％ 15.5％ 13.5％ 100% 

 

新規契約は 24 件ありました。社会福祉協議会の依頼が 2 件ありました。居宅介護

支援事業所の依頼や問合せ等もあり、介護保険では利用できない部分でケアワーカー

を派遣しています。 



 

２）2019 年度の基本方針 

    介護保険や障害福祉サービスなどの公的サービスに時間の制限があり延長の希望や

通院の待ち時間の対応等さまざまなニーズに柔軟な対応をします。 

  ３）2019 年度の重点目標 

①利用者件数 月 38 件 年間 456 件  利用時間 月 150 時間 年間 1,800 時間 

②今後、多様な支援のニーズに対して対応できる人材の確保、育成が必要です。 

③多様な支援のニーズの中で、適正な利用料の変更を検討していきます。 

  

３、教育研修事業 

１）2018 年度の成果と課題 

 事業収入 事業支出 

2018 年度目標 3,000,000 円 2,800,000 円 

実績見込 1,500,000 円 1,800,000 円 

達成率 50％ 64％ 

①介護職員初任者研修春期コースは申込者数が少なく開講できませんでした。秋期コ

ースは 8 名の受講者数の内、高槻市母子家庭等就業自立支援事業枠が 6 名でした。

受講生確保は引き続き大きな課題です。 

②（特定の者対象）喀痰吸引等研修基本研修は、6 月に実施し 11 名の修了者でした。 

基本研修の受講者数は減少傾向にありますが、実地研修の申込みは多く、修了者数は 

延べ 57 名(1 月末現在)と 2017 年度(延べ 63 名)から多くなっています。基本研修修了

者が実地研修を多く受けている状況です。 

③同行援護従業者養成研修は、7 月に実施し、一般課程 12 名、応用課程 15 名の計 27

名が修了しました。高槻市の障がい福祉サービス従業者養成研修費一部補助制度を

アナウンスし利用を呼びかけました。 

  ２）2019 年度基本方針 

    介護に携わりたいと希望する人たちに、地域で研修を受ける機会を設け、介護職の

育成と人材確保に努めます。研修受講生が安心して受講できる環境づくりに努め、法人

の介護職の増員を図り、利用者支援の継続につなげます。 

３）2019 年度の重点目標 

  （１）研修実施と人材の確保の目標 

    2019 年度の事業収入は 2,000,000 円、事業支出は 1,800,000 円を目標にします。 

①介護職員初任者研修（定員 16 名） 

  春コース 4 月～9 月   秋コース 10 月～3 月  

  ・１コース受講生 8 名を目標にし、介護職の人材確保をします。 

    ②（特定の者対象）喀痰吸引等研修 基本研修（定員 20 名） 

   ・医療的ケアの必要な利用者への支援ができる介護職の育成を図ります。 

③同行援護従業者養成研修 一般課程・応用課程 (定員各 16 名) 

（２)人材育成について 

    ①研修担当者が研修事業を通して、介護職の悩みの解消や円滑な業務ができるよう

人材育成の視点を持ち、支援していきます。 



 

    ②他事業者とのネットワークを築き、情報の収集や交換を活発にし、人材の確保を

図ります。 

 

４、地域生活支援事業（日中一時支援） 

１）2018 年度の成果と課題 

 利用者数 利用回数 事業収入 

2018 年度目標 10 人 25 回  2,160,000:円 

実 績 見 込 10 人 27 回  2,285,640 円 

達  成  率 100％ 108％ 105％ 

①支援区分 2 で生活介護を利用できな 2 名の方が、社会参加の場として日中一時支援

を安定して利用することができました。また支援学校に在籍する児童が土曜日や日

曜日に利用を希望し、また卒業後も継続して利用しました。 

②利用者の個別の状況や希望を聞き取り、利用者も一緒にプログラムを考えるなど、

できる事を引き出す支援が今後さらに必要と思われます。 

２）2019 年度基本方針 

   一人暮らしの利用者が緊急時や災害時に他のサービスと連携して安全を確保し安心 

   して生活できるよう体制作りをしていきます。 

３）2019 年度重点目標 

①事業収支目標 

    月平均実数 10 人 月平均回数 25 回  事業収入 月 180,000 円 年 2,160,000 円 

②サービスの目標 

・利用者のニーズに合わせたプログラムを計画し、各々が楽しめるような場を提供し 

ます。 

・他事業所や家族と連絡を取合い、利用者が安全に生活できるように支援します。 

 

法人本部研修計画 

＜研修方針＞ 

法人の理念や方針を理解し、法人職員として業務を遂行できるよう研修を実施します。 

 ①法人職員として高い能力と倫理感を持ち、自ら学ぶ職員の育成 

 ②利用者に信頼されるための必要な知識・技術の習得 

 ③各階層に求められる役割と職務の認識の向上 

 ④法人のキャリアパス制度に基づく自らの成長の道筋を認識し、成長する人材の育成 

制度の改正等があった場合は、改正内容を周知徹底する研修を実施します。 

 

 研修 対象 ねらい 

4 月 コミュニケーショ

ンスキル 

全職員 コミュニケーション力を高め、チームケアの質

の向上を図ります。 

 5 月 認知症の方と向き

合う介護 

全職員 認知症の方と向き合うということはどういう

ことなのかを学び、ケアの気づきにします。 

 6 月 食中毒予防 全職員 食中毒予防の知識を学び、発生を防ぎます。 



 

 

 7 月 リーダー研修 中堅職員 人材育成や業務遂行の視点を学びます。 

 

 8 月 事例検討会 中堅職員 事例検討のスキルを学び、スーパーバイザーの

指導で課題解決の気づきや理解を深めます。 

 9 月 ターミナルケア 

看取り・家族の精神

的ケア 

全職員 人生の終末期を支援することとはどういうこ

となのか、ケアの意味を学びます。 

10 月 介護技術研修 

排泄の介助 

新任・中堅職員 排泄の介助のポイントを学び、スキルアップに

つなげます。 

11 月 感染症予防と対策 新任・中堅職員 感染症予防の重要性を理解し、予防と対策の方

法を学びます。 

12 月 ストレスマネジメ

ント研修 

全職員 ストレスをコントロールする方法を学び、介護

職自身の健康を守るために役立てます。 

1 月 視覚障がい者の立

場から(当事者) 

全職員 当事者の視点から、ケアの検証を図り、サービ

ス向上につなげます。 

 2 月 人権研修 全職員 

 

権利擁護に係る意識の向上を図ります。 

 3 月 法令遵守研修 全職員 法人の倫理規程など法令遵守の意識を持ち、自

己を振り返ります。 

 


